
 

 

                                    

２０２６年度 連合会事業計画 

 

我が国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策効果による緩やかな回復基調の継

続が期待されているが、物価上昇の継続、米国の通商政策の影響、金融市場の変動、

不安定な国際情勢など、先行きについては留意すべき事柄も多い。こうした中、全国

のオフィス市況は、出社率の上昇、オフィス環境の改善等による床需要の高まりや新

規供給量の減少もあっておおむね堅調に推移しているが、ビルメンテナンス業務の担

い手不足や人件費・諸物価の高騰に伴うコスト増がビル経営上の大きな課題となって

いる。 

昨今、ビル業界には、イノベーションの創出とあわせ、就業者のウェルビーイング

やエンゲージメントの向上に資するオフィスづくりが強く求められており、また、国

際競争力の強化、地球環境問題、安全・安心なまちづくり等の政策課題にも引き続き

的確に対応していく必要がある。 

2026 年度、（一社）日本ビルヂング協会連合会（以下「連合会」という。）は、19 地

方協会会員の創意とエネルギーを結集して、ビル事業に関連した政策課題の解決並び

にビル業界の健全な発展が図られるよう、以下の基本方針のもと、諸活動を展開する。 

 

１．政策活動 

（１） 税制改正等の要望活動 

2027 年度の税制改正及び国の政策・予算について、地方協会の意見を集約しな

がら、ビル事業の推進のために必要な要望事項をとりまとめ、各所への要望活動

を展開する。 

2026 年度は、特に、商業地等に係る固定資産税の負担調整措置が適用期限を迎

え、2027 年度には土地価格の評価替えが実施されることから、当該措置の延長を

はじめとする固定資産税等に係る税制改正要望について重点的に取り組むものと

する。 

（２） 各種政策課題への対応 

ビル事業に関わる政策立案を行う国の審議会や関係団体の委員会・研究会等に

積極的に委員を派遣し、ビル事業の実態を踏まえた意見を審議に反映させるとと

もに、必要に応じて国等に対する提言を行う。 

また、ビル経営に関連する法制度や基準・ガイドライン等の創設・改正、ビル

の管理・安全対策、地球温暖化対策、都市再生・地域活性化等の政策課題につい

て、東京協会と連携して最新動向の把握や必要な調査研究等を行い、会員に対す

る有益な情報提供に努める。 

2026 年度は、特に、昨今の異常気象による影響や企業へのサイバー攻撃に関す

る情報収集、消防関連規制の見直し（総務省消防庁）、小規模店舗等のバリアフリ

ー化の推進、省エネルギー性能の実績値表示・評価制度、建築物のライフサイク
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ルカーボン算定・評価制度、都市再生・エリアマネジメント関連制度や駐車場附

置義務制度の見直し（以上、国土交通省）等の検討状況についてフォローしつつ、

連合会として必要な対応を行う。 

（３） 中小ビル振興に関する活動 

定時総会の関連行事として、6 月 2 日に「中小ビルの経営を考える集い」を開

催する。 

2026 年度は、基調講演、各地方協会の中小ビル関係の委員会・研究会の代表者

による活動報告及びパネルディスカッションを企画・実施する。 

 

２．調査研究活動 

例年どおり、会員の協力を得て、ビル実態調査及びエネルギー使用量調査（「オフ

ィスビル分野におけるカーボンニュートラル行動計画」のフォローアップ）を実施

するほか、固定資産税等に係る税制改正要望に向けて固定資産税等実態調査を実施

する。また、オフィスビル標準賃貸借契約書（2019 年度版）の改訂を行う。その他

必要に応じてビル事業に関連した調査研究を行う。 

 

３．国際交流活動 

海外ビル事情の視察団を派遣し、海外におけるビル関連情報の収集を図る。2026

年度は、9 月 24 日～9 月 30 日の日程で英国・ロンドンほか欧州を対象とした視察

団を派遣する。また、海外ビル関係団体（米国 BOMA、韓国ビル経営協会等）との交

流を継続する。 

 

４．日本ビルヂング経営センター 

ビル業界で活躍する人材の育成・教育研修を推進するため、地方協会との連携を

強化しながら、連合会の一部門である「日本ビルヂング経営センター」において、

ビル経営管理講座、ビル経営管理士試験、ビル経営管理士会、ビル経営に関する各

種セミナー等の事業を実施する。 

2026 年度は、引き続き、地方協会との連携強化及び会員への普及啓発を図りなが

ら、ビル経営管理講座等の受講者やビル経営管理士試験の受験者の増加に努める。

また、ビル経営管理士会については、会員相互の交流機会であるネットワークイベ

ントの開催等を通じて、会員数の拡大に努める。各種セミナーについては、ビル経

営研究セミナー・CBA セミナーの一層の充実を図るとともに、地方協会と連携して

ビル経営セミナーの実施拡大を図る。 

 

５．組織・広報活動、会員サービス 

各地方協会と連携して、政策要望、情報提供、会員相互の交流等の活動など、ビ

ル協の業界団体としての社会的価値を広くアピールしながら、会員数の拡大に努め

る。 

機関誌「びるぢんぐ」の隔月（偶数月）発行、ホームページ等を通じて、会員に



 

 

対しビル事業に関連した有益な情報提供を行うとともに、協会活動について広く一

般への周知を図る。また、定時総会の関連行事（懇親パーティ、懇親旅行会、懇親

ゴルフ会）、新年賀詞交歓会（東京ビルヂング協会との共催）等の機会を通じて、会

員相互の交流・親睦を深める。 

2026 年度は、引き続き、これら会員サービス等の内容充実に努めるとともに、東

京協会と連携して「会員管理・参加申込管理システム」の導入による業務の効率化

を進める。 

 

６．主な会議 

第 86 回定時総会を、中国ビルディング協会の協力のもと、6月 3日に広島県広島

市のリーガロイヤルホテル広島において開催するほか、理事会、委員会（運営委員

会、政策委員会及び教育研修委員会）、事務局長会議を開催し、連合会の諸活動に関

する審議・検討、連合会と各地方協会の事務局間の連携強化、情報共有等を図る。 

 

７．関係団体との連携 

一般社団法人日本経済団体連合会、一般社団法人不動産協会、公益財団法人日本

建築衛生管理教育センター、公益社団法人全国ビルメンテナンス協会をはじめとす

る関係団体と連携を図り、ビル業界の発展に向けた情報共有と各方面への情報発信

に取り組む。 

 

以 上 


